
    

 

＝＝＝＝＝＝＝ 国土交通政策研究所 ニュースレター （202３年２月号）＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

News & topics 直近の活動予定、２０２３年度重点政策研究課題、公表した調査研究報告他 

キーワード 海外インフラシステム、地域公共交通、モビリティ、ITF、TRC 

 

１．直近の活動予定□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

 令和５年３月にOECD本部（パリ）で開催される、ITF（国際交通フォーラム）の TRC（交通

研究委員会）、TMB（交通運営理事会）、CPB（コーポレート・パートナーシップ・ボード）ワー

クショップ等に、山田副所長、南主任研究官、戸崎客員研究官及び関西学院大学伊藤教授が

対面参加します。TRCでは、次期共同研究プログラムである「POW2024‐25」の策定に

向けた議論等が行われる予定です。（R5.３.６～３.９） 

 

２．重点政策研究課題に関する２０２３年度予算の概要□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

 ２０２３年度は「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」「豊かで活力ある

地方創りと分散型国づくり」に資する以下の７つの重点政策研究課題に取り組みます。 

⇒発表資料の掲載ページはこちら 

① 国・都市の発展段階等に応じたインフラシステム海外展開に関する調査研究 

② 持続可能な地域づくり戦略に資する交通計画と都市計画等の連携に関する調査研究【新規】 

③ 物流と都市・交通インフラの連携による環境負荷軽減方策に関する調査研究【新規】 

④ ポストコロナにおける移動ニーズに対応したビジネスジェット等の活用に関する調査研究 

⑤ ICT活用によるモビリティサービスと都市交通の取組との連携に関する調査研究 

⑥ 既存住宅活用の促進とその効果に関する調査研究 

⑦ 公共空間活用と持続可能な地域経営に関する調査研究 

    

３．エイジング・イン・プレイス等に関する日米共同研究会を米国で開催しました□□□□□□□ 

国土交通省では、米国住宅都市開発省（United States Department of Housing 

and Urban Development）、米国政府抵当金庫（Ginnie Mae）、（独）都市再生機構と４

者で締結した協力覚書に基づき、エイジング・イン・プレイス（高齢者の地域居住）等をテーマと

した共同研究を行っています。 

2023年 2月 6日から 10日にかけて、米国（ニューヨーク・マイアミ）において、第 10回

日米共同研究会が開催されました。エイジング・イン・プレイス（高齢者の地域居住）等に関する

米国の取組について、視察や意見交換を行ったほか、国土交通政策研究所より日本の取組事

例について紹介しました。 

 

4．ITF（国際交通フォーラム）キム事務局長と懇談を行いました□□□□□□□□□□□□□ 

⇒掲載ページはこちら 

 令和４年１２月１２日(月)、ITF（国際交通フォーラム）キム事務局長が来所し、当所職員及び

学識者の方々と懇談を行いました。ITFにおけるアジア諸国の参加拡大及び日本の貢献強

化の方針、TRC（交通調査委員会）の改革と今後の研究テーマに関する当研究所の提案等

活発な意見交換が行われ、今後協力関係を一層強化していくことが確認されました。また、

https://www.mlit.go.jp/pri/shiryou/press/pdf/shiryou221223.pdf
https://www.mlit.go.jp/pri/shiryou/20221212.html


    

令和４年１２月１４日（水）には、事務局及び当所職員にて高輪ゲートウェイ駅及び羽田空港タ

ーミナルを視察し、それぞれＪＲ東日本及び日本空港ビルデングのご説明を受けました。 

 

5．調査研究成果の公表□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

1）国土交通政策研究所紀要(PRI Review) HP先行公開 

紀要に掲載予定の２０２２年度調査研究成果を順次、ホームページで先行公開しています。 

⇒先行公開論文はこちら 

 公共空間活用と持続可能な地域経営に関する調査研究 -調査研究キックオフ- 

（２０２３.１.１３） 

 

6．各研究官等の活動報告□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

⇒対外活動ページはこちら 

 多田研究調整官、當麻研究官が執筆した「都市の特性と都市の定住傾向との関係性～都市

モニタリングシート、アンケートを用いた市町村単位の分析～」が Urban Study Vol.７５

(２０２３/１)に掲載されました。(２０２３.２.６) 

 竹内主任研究官が南主任研究官、富山大学 猪井博登准教授、福島大学 吉田樹准教授と執

筆した以下論文が、Asian Transport Studies Vol.８に掲載されました。 

（２０２２.１０.１９) 

 

７．研究成果の活用□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

⇒研究成果の活用ページはこちら 

 「海外インフラ展開（リープフロッグ・競合企業）に関する調査」の内容が、内閣官房 第 1回

インフラシステム海外展開検討会「事務局説明資料（インフラシステム海外展開を取り巻く状

況）」p14に掲載されました。(２０２３.２.1) 
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